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平成２１年度岐阜県内市町村の当初予算の概要について

第１ 普通会計

平成２１年度の岐阜県内４２市町村（２１市１９町２村）の普通会計における当初予算の状況は、次

のとおりとなっています。

普通会計 ･･･ 個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲は異なっているため、統一的に財政状況を把握し、比較分析が可能と
なるよう、地方財政統計上、便宜的に用いられる想定上の会計区分。
地方公共団体の基本的な会計である一般会計に、利用料金等をその歳出に充てることができる公営事業会計を
除いたその他の特別会計を加え、その間のお金の出し入れを純計したもの。

なお、平成２０年度には、中津川市、飛騨市、本巣市及び郡上市の４市が当初予算を骨格予算で編成しておりましたが、以下
の比較においては４市の肉付け補正後の予算を用いています。

１ 予算規模 ～ 予算規模は、前年度当初予算と比べて０．７％の増加 ～

県内４２市町村の当初予算の規模は、歳入・歳出総額が７，５３９億８３百万円で前年度と比べて

０．７％の増となっています。

【表１ 当初予算規模の状況】 （単位：百万円、％）

（参考）地方財政
平成２１年度 平成２０年度 対前年度伸率

計画伸率

当初予算規模 ７５３，９８３ ７４８，５５９ ０．７ △１．０

２ 歳入 ～ 前年度当初予算と比べて地方税が４．０％減少、実質的な地方交付税が９．４％増加 ～

歳入の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表２ 歳入の状況】 （単位：百万円、％）

対前年度 （参考）

平成２１年度 構成比 平成２０年度 構成比 地方財政

伸率 計画伸率

一 般 財 源 ４６７，０８０ ６１．９ ４７９，０８５ ６４．０ △ ２．５

地 方 税 ２９１，６８１ ３８．７ ３０３，７１７ ４０．６ △ ４．０ △ ４．０

地方交付税 １３６，０３７ １８．０ １３２，３６７ １７．７ ２．８ ２．７

地方譲与税 ９，７１１ １．３ １０，４２６ １．４ △ ６．９

そ の 他 ２９，６５１ ３．９ ３２，５７５ ４．３ △ ９．０

使用料・手数料 １９，３２０ ２．６ ２０，０２３ ２．７ △ ３．５ △ ２．２

国 庫 支 出 金 ５４，７０６ ７．３ ５１，７２８ ６．９ ５．８ ２．２

県 支 出 金 ４５，３３３ ６．０ ４３，４７１ ５．８ ４．３

財 産 収 入 ３，５５８ ０．５ ３，７８６ ０．５ △ ６．０

地 方 債 ７８，０４４ １０．３ ６６，６２４ ８．９ １７．１ ２３．２

うち臨財債 ３１，２７４ ４．１ ２０，４９９ ２．７ ５２．６ ５５．３

そ の 他 ８５，９４２ １１．４ ８３，８４２ １１．２ ２．５

歳 入 総 額 ７５３，９８３ １００．０ ７４８，５５９ １００．０ ０．７ △ １．０

うち実質的な交付税
１６７，３１１ ２２．２ １５２，８６６ ２０．４ ９．４ １５．０

（交付税＋臨財債）
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（注）１ 一般財源のうち「その他」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税

交付金、自動車取得税交付金及び地方特例交付金等の合計金額です。

２ 「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含みます。

３ 「その他」は、分担金・負担金・寄付金、繰入金、繰越金及び諸収入の合計金額です。

４ 地方財政計画伸率は、地方税、臨財債以外は都道府県分を含んだ数値です。

（１） 一般財源は、２．５％減となっています。

（２） 地方税は、景気後退等を受けた市町村民税法人税割の大幅な減少等により、地方財政計画と同じく

４．０％の減となっています。

（表２の附表）主な地方税の状況（収入見込額） （単位：百万円、％）

（参考）地方財政
平成２１年度 平成２０年度 対前年度伸率

計画伸率

市 町 村 民 税 １２３，９９０ １３３，４９８ △ ７．１ △ ８．５

個人均等割 ３，０５３ ３，０８４ △ １．０ １．７

所 得 割 １０１，３２０ １０２，７８０ △ １．４ ０．３

法人均等割 ５，６５２ ５，６２６ ０．５ １．７

法 人 税 割 １３，９６５ ２２，００８ △３６．５ △３６．９

固 定 資 産 税 １３４，２１４ １３６，２０３ △ １．５ ０．３

（３） 地方交付税は、地域雇用創出推進費の創設等により、２．８％増となっています。なお、地方交付税

の振り替え措置である臨時財政対策債を加えて比較すると、９．４％の大幅増となっています。

（４） 地方譲与税は、環境性能に優れた自動車に対する自動車重量税の減免措置に伴う自動車重量譲与税の

減収等により、６．９％減となっています。

（５） 国庫支出金は５．８％増、県支出金は４．３％増となっています。

（６） 地方債は、臨時財政対策債が５２．６％増加したことにより、１７．１％の大幅増となっています。

３ 目的別歳出 ～ 土木費、公債費などが減少し、民生費、教育費などが増加 ～

目的別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表３ 目的別歳出の状況】 （単位：百万円、％）

対前年度
平成２１年度 構成比 平成２０年度 構成比

伸率

議 会 費 ６，６２７ ０．９ ６，７６３ ０．９ △ ２．０

総 務 費 ８５，８９３ １１．４ ８６，６２９ １１．６ △ ０．８

民 生 費 １９１，６８７ ２５．４ １９０，５５５ ２５．５ ０．６

衛 生 費 ７７，６６６ １０．３ ７１，２０６ ９．５ ９．１

労 働 費 １，４３９ ０．２ １，５０７ ０．２ △ ４．５

農 林 水 産 業 費 ２９，７５５ ３．９ ２８，８６７ ３．９ ３．１

商 工 費 ３１，６５８ ４．２ ３０，１８２ ４．０ ４．９

土 木 費 １００，９９８ １３．４ １０８，８７８ １４．５ △ ７．２

消 防 費 ３２，１２２ ４．３ ３３，０４３ ４．４ △ ２．８

教 育 費 ９９，０３３ １３．１ ９１，４４５ １２．２ ８．３

災 害 復 旧 費 ２０６ ０．０ １９４ ０．０ ６．２

公 債 費 ９２，０５９ １２．２ ９４，８３８ １２．７ △ ２．９

諸 支 出 金 ３，６７７ ０．５ ３，３８７ ０．５ ８．６

予 備 費 １，１６３ ０．２ １，０６５ ０．１ ９．２

歳 出 計 ７５３，９８３ １００．０ ７４８，５５９ １００．０ ０．７

（１） 目的別経費の構成比は、大きい方から、民生費（２５．４％）、土木費（１３．４％）、教育費（１３．

１％）、公債費（１２．２％）の順となっています。

（２） 総務費が０．８％減、土木費が７．２％減、公債費が２．９％減となる一方、民生費が０．６％増、

衛生費が９．１％増、教育費が８．３％増となっています。

（３） 衛生費の９．１％増は、廃棄物処理施設の整備、病院事業会計への補助金の増等によるものです。

（４） 教育費の８．３％増は、学校耐震化事業の施行等によるものですが、構成比で公債費を上回り３番目

の割合となりました。
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４ 性質別歳出 ～ 義務的経費の縮減傾向が続き、普通建設事業費は３年ぶりに増加 ～

性質別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。

【表４ 性質別歳出の状況】 （単位：百万円、％）

対前年度 （参考）

平成２１年度 構成比 平成２０年度 構成比 地方財政

伸率 計画伸率

義 務 的 経 費 ３３２，９４９ ４４．２ ３３５，１４４ ４４．８ △ ０．７

人 件 費 １４９，０９１ １９．８ １５１，４４１ ２０．２ △ １．６ △ ０．４

扶 助 費 ９１，７９９ １２．２ ８８，８６５ １１．９ ３．３

公 債 費 ９２，０５９ １２．２ ９４，８３８ １２．７ △ ２．９ △ ０．６

普通建設事業費 １１９，９６１ １５．９ １１８，１５７ １５．８ １．５ △ ５．１

補助事業費 ４９，２３６ ６．５ ４３，４８８ ５．８ １３．２ △ ７．８

単独事業費 ７０，７２５ ９．４ ７４，６６９ １０．０ △ ５．３ △ ３．０

そ の 他 ３０１，０７３ ３９．９ ２９５，２５８ ３９．４ ２．０

歳 出 計 ７５３，９８３ １００．０ ７４８，５５９ １００．０ ０．７ △ １．０

（注）１ 扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者、障がい者等に対しその生活を維持するため等に支出される経費です。

２ 普通建設事業費、補助事業費、単独事業費に係る地方財政計画伸率は投資的経費に係る伸率を掲載しています。

（１） 義務的経費は、扶助費が自然増等により３．３％増となったものの、人件費が１．６％減、公債費が

２．９％減となったことから、全体で０．７％減となっています。

（２） 普通建設事業費は、単独事業費が５．３％減（地方財政計画３．０％減）となったものの、補助事業

費が１３．２％増（地方財政計画７．８％減）となったことから、１．５％増（地方財政計画５．１％

減）となっています。

（表４の附表）当初予算における普通建設事業の過去の伸率の状況 （単位：％）

普通建設事業費（地財計画）
補助事業費（地財計画） 単独事業費（地財計画）

平成１４年度 △１４．１ （△ ９．５） △３１．７ （△ ８．５） △ ６．９ （△１０．０）

平成１５年度 △ ０．８ （△ ５．３） １１．８ （△ ５．０） △ ４．７ （△ ５．５）

平成１６年度 △ ３．４ （△ ８．４） △ ７．８ （△ ６．５） △ １．８ （△ ９．５）

平成１７年度 △１７．９ （△ ４．５） △ ５．０ （△ ７．０） △２２．３ （△ ３．０）

平成１８年度 ２．０ （△ ３．２） １０．５ （△ ３．３） △ １．５ （△ ３．２）

平成１９年度 △ ２．７ （△ ２．７） △ ０．２ （△ ２．３） △ ３．８ （△ ３．０）

平成２０年度 △ ０．７ （△ ２．７） １４．０ （△ ２．５） △ ７．６ （△ ３．０）

第２ 公営企業

岐阜県内の市町村及び一部事務組合等が経営する水道、下水道、病院等の地方公営企業は、住民の日

常生活に密接に関連するサービスを提供するとともに、地域の活性化にも重要な役割を担っています。

平成２１年度における市町村地方公営企業の当初予算は、次のとおりとなっています。

１ 予算規模 ～水道事業で予算規模が縮小、病院事業、下水道事業で増加～
当初予算の規模は、2,466億18百万円であり、前年度と比べて0.1％の減（市町村地方公営企業の前年

度当初予算に対する増減率。以下、特に表示がない限り「第２ 公営企業」内において同じ）となってい

ます。

予算規模を事業別でみると、下水道事業が945億54百万円（全体の38.3％）と最も大きく、次いで病院

事業908億67百万円（同36.8％）、水道事業499億72百万円（同20.3％）､介護サービス事業38億5百万円（同

1.5％）の順となっています。

予算規模が縮小した事業は、水道事業が最も大きく21億29百万円減（対前年度4.1％減）、介護サービ

ス事業が7億23百万円減（同16.0%減）等となっています。

一方、予算規模が増加した事業は、病院事業の15億50百万円増（対前年度1.7％増）をはじめ、下水道

事業の9億76百万円増（同1.0％増）、駐車場事業の3億24百万円（同34.9％増）等となっています。
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地方公営企業の予算規模 ･･･ 企業経営に伴う建設投資額、企業債元利償還金、人件費、材料費、修繕費等の支出の合計

２ 建設投資額 ～ 下水道事業と水道事業とで建設投資額全体の８割以上を占める ～
建設投資額は545億83百万円となっており、前年度と比べて5.8％の増となっています。

建設投資額を事業別にみると、下水道事業の305億50百万円（全体の56.0%）が最も多く、次いで水道

事業の167億89百万円（同30.8％）、病院事業の55億62百万円（同10.2%）の順となっています。

建設投資額の事業内容をみると、下水道の整備及び水道の整備などで全体の８割以上(86.8％)を占め

ています。その他の事業では、病院事業の割合が大きく、岐阜市の岐阜市民病院改築事業（平成17年度

からの継続）、大垣市の大垣市民病院救命救急センター等増改築事業などが計画されています。

建設投資額の「普通会計における普通建設事業費」に対する比率は45.5％となっています。

【表５ 地方公営企業当初予算の状況】
（単位：百万円、％）

当初予算編成 予 算 規 模 建 設 投 資 額

団 体 数 平成２１年度 対前年 平成２０年度 平成２１年度 対前年 平成２０年度

21年度 20年度 予算規模の額 構 成 比 度伸率 予算規模の額 構 成 比 建設投資の額 構 成 比 度伸率 建設投資の額 構 成 比

下 水 道 ４０ ４０ ９４，５５４ 38.3 1.0 ９３，５７７ 37.9 ３０，５５０ 56.0 0.5 ３０，３８８ 58.9

病 院 １２ １２ ９０，８６７ 36.8 1.7 ８９，３１７ 36.2 ５，５６２ 10.2 48.9 ３，７３５ 7.2

上 水 道 ３８ ３８ ４０，９７０ 16.6 △ 4.0 ４２，６６４ 17.3 １３，８２４ 25.3 3.4 １３，３６５ 25.9

簡易水道 ２４ ２４ ９，００２ 3.7 △ 4.6 ９，４３７ 3.8 ２，９６５ 5.4 16.3 ２，５５０ 4.9

水 道 計 － － ４９，９７２ 20.3 △ 4.1 ５２，１０１ 21.1 １６，７８９ 30.8 5.5 １５，９１５ 30.9

介 護 １３ １３ ３，８０５ 1.5 △16.0 ４，５２８ 1.8 １３２ 0.2 149.1 ５３ 0.1

観 光 ６ ７ ２，３０２ 0.9 0.6 ２，２８９ 0.9 １７０ 0.3 254.2 ４８ 0.1

市 場 ５ ５ １，３３２ 0.5 1.8 １，３０９ 0.5 ２８４ 0.5 85.6 １５３ 0.3

駐 車 場 ９ ９ １，２５２ 0.5 34.9 ９２８ 0.4 １２３ 0.2 232.4 ３７ 0.1

宅地造成 ４ ４ １，２４５ 0.5 △ 5.0 １，３１０ 0.5 ９４８ 1.7 △ 2.1 ９６８ 1.9

と 畜 場 ３ ３ ５１２ 0.2 △ 2.1 ５２３ 0.2 １９ 0.0 △56.8 ４４ 0.1

電 気 ２ ２ １６６ 0.1 △ 2.9 １７１ 0.1 ０ 0.0 0.0 ０ 0.0

そ の 他 １ １ ６１１ 0.2 △23.6 ８００ 0.3 ６ 0.0 △97.6 ２４６ 0.5

合 計 １５７ １５８ ２４６，６１８ 100.0 △ 0.1 ２４６，８５３ 100.0 ５４，５８３ 100.0 5.8 ５１，５８７ 100.0

第３ 圏域別の状況
県内市町村の平成２１年度当初予算額を５圏域別に集計すると、各圏域の予算規模の県内市町村全体

に占める割合及び前年度の当初予算規模等に対する増減率は、次のようになっています。

１ 普通会計

県内市町村全体の予算規模に占める割合は、岐阜圏域が３４．４％で最も大きく、次いで中濃圏域、

西濃圏域、東濃圏域、飛騨圏域の順となっています。

当初予算規模の前年度に対する増減率、普通建設事業費の前年度に対する増減率は、岐阜圏域、西濃

圏域及び東濃圏域がいずれもプラスの伸率、中濃圏域及び飛騨圏域がマイナスの伸率となっています。

２ 公営企業

県内市町村公営企業全体の予算規模に占める割合は、岐阜圏域が２８．１％で最も大きく、次いで東

濃圏域、西濃圏域、中濃圏域、飛騨圏域の順となっています。

前年度の当初予算規模に対する増減率は、岐阜圏域が４．４％減少、中濃圏域が３．６％減少してお

り、そのほかの圏域ではプラスの伸率となっています。

なお、建設投資額の伸率は、中濃圏域が１１．１％減少した以外は、プラスの伸率となっています。
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【表６ 圏域別の予算規模等の状況】
（単位：百万円、％）

飛騨圏域

高山市 飛騨市 下呂市

大野郡

予算規模(県全体 対前年 度 当 初予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

普通会計 86,965(11.5) △ 4.1 △27.6

公営企業 19,353( 7.8) 0.9 19.6

予算規模(県全体 対前年度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

普通会計 259,283(34.4) 2.1 12.0

公営企業 69,319(28.1) △ 4.4 15.3

岐阜圏域 中濃圏域

西濃圏域 岐阜市 羽島市 関市 美濃市 東濃圏域

各務原市 美濃加茂市 可児市

大垣市 海津市 山県市 瑞穂市 郡上市 加茂郡 多治見市 中津川市

養老郡 不破郡 本巣市 可児郡 瑞浪市 恵那市

安八郡 揖斐郡 羽島郡 本巣郡 土岐市

予算規模(県全体 対前年 度 当 初 予 算 伸率 予算規模(県全体 対前年 度 当 初 予 算 伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費 に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

普通会計 133,812(17.8) 0.8 1.4 普通会計 131,850(17.5) 3.7 20.3

公営企業 58,900(23.9) 3.0 0.9 公営企業 59,815(24.3) 4.4 3.3

予算規模(県全体 対前年 度 当 初 予 算伸 率

に占める割合) 予算規模 うち建設事業費

普通会計 142,073(18.8) △ 1.2 △ 4.0

公営企業 39,231(15.9) △ 3.6 △11.1



参考資料

①補助事業 単位：百万円

団体名 事業名 事業年度 事業費 一般財源 その他の財源

岐阜市 市街地再開発 ５８～２４ 1,079 322 国、県

岐阜市 中学校施設整備 ２１ 517 50 国、債

岐阜市 小学校施設整備 ２１ 517 39 国、債

大垣市 体育施設大規模改修事業（国体の会場） ２１ 790 182 国、県、債

大垣市 大垣駅南北自由通路整備事業 ２１ 522 26 国、債

大垣市 南部学校給食センター建設事業 ２１ 511 18 国、債

高山市 高山駅周辺土地区画整理事業 １０～２５ 571 244 国、その他

高山市 国府小学校校舎改築事業 ２１～２２ 503 24 国、債

高山市 歴史的環境形成事業 ２１ 500 250 国

多治見市 多治見駅南北連絡通路整備事業 ２１ 2,608 180 国、債、その他

多治見市 最終処分場整備事業 １９～２１ 714 4 国、債、その他

多治見市 国道248号多治見バイパス整備事業 ２１ 647 23 国、債

関市 小中学校校舎等耐震化事業 １８～ 507 162 国、債

中津川市 合板工場整備事業 １９～２７ 3,490 12 国、県、債、その他

恵那市 一般廃棄物最終処分場建設事業 １８～２１ 567 38 国、債

美濃加茂市 産業集積地区開発事業 ２１ 513 150 国、債

各務原市 （仮称）那加小網線道路整備事業 １６～２４ 2,174 37 国、債、その他

各務原市 リサイクルセンター建設事業 ２０～２３ 761 52 国、債

各務原市 鵜沼駅周辺市街地整備事業 １７～２２ 869 7 国、債、その他

山県市 クリーンセンター建設事業 １８～２１ 3,383 73 国、債、その他

山県市 美山中学校改築事業 １８～２１ 997 110 国、債

瑞穂市 穂積中学校校舎整備事業 ２０～２２ 1,687 16 国、債、その他

飛騨市 小中学校耐震化等整備事業 ２１～２５ 589 126 国、債、その他

郡上市 西和良・和良統合中学校施設整備事業 １９～ 578 0 国、債

郡上市 まちづくり交付金事業 １７～２２ 958 44 国、債

下呂市 下呂小学校校舎改築事業 １９～２２ 757 33 国、債

揖斐川町 統合学校給食施設建設事業 １９～２２ 899 98 国、債

白川町 情報基盤整備事業 ２１ 724 149 国、県、その他

②単独事業 単位：百万円

団体名 事業名 事業年度 事業費 一般財源 その他の財源

岐阜市 薬科大学学舎建設 １９～２１ 2,555 1,045 県、債、その他

岐阜市 防災行政無線整備 １９～２１ 678 36 債

大垣市 大垣駅北自転車駐車場建設事業 ２１ 627 35 債

大垣市 小学校耐震補強事業 ２１ 905 45 債、その他

瑞浪市 戸狩半原線道路改良事業 １７～２１ 990 33 債、その他

揖斐川町 揖斐川防災センター兼庁舎建設事業 １９～２３ 1,072 172 県

※ 国：国庫支出金 県：県支出金 債：地方債

平成２１年度予算における主な普通建設事業

（平成２１年度の事業費が５億円以上のもの）
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